
甲 第 ９ ２ 号 議 案 

   岡山市特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例を次のように制定するもの

とする。 

  平成２４年 ６ 月１１日提出 

岡山市長 髙  谷  茂  男 

岡山市条例第   号 

   岡山市特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例 

 岡山市特定非営利活動促進法施行条例（平成２４年市条例第２号）の一部を次のように

改正する。 

 第２条第２項第２号を削り，同項第３号中「前２号」を「前号」に改め，同号を同項第

２号とし，同条第３項中「前項第３号」を「前項第２号」に改める。 

   附 則 

１ この条例は，平成２４年７月９日から施行する。 

２ この条例の施行の日前に作成された改正前の第２条第２項第２号の文書は，当該文書

が作成された日から起算して６月を経過する日までの間は，第２条第２項第１号に規定

する書面とみなす。 

提案理由 

 外国人登録法の廃止及び住民基本台帳法の一部改正に伴い，所要の措置を講ずるため，

本条例の一部を改正しようとするものである。 
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岡山市軽費老人ホーム条例（昭和５４年市条例第３３号） 

甲 第 ９ ３ 号 議 案 

   岡山市公共施設における暴力団排除に関する条例の一部を改正する条例の制

定について 

 岡山市公共施設における暴力団排除に関する条例の一部を改正する条例を次のように制

定するものとする。 

  平成２４年 ６ 月１１日提出 

岡山市長 髙  谷  茂  男 

岡山市条例第   号 

   岡山市公共施設における暴力団排除に関する条例の一部を改正する条例 

 岡山市公共施設における暴力団排除に関する条例（平成２１年市条例第６１号）の一部

を次のように改正する。 

 別表岡山市立オリエント美術館条例（昭和５３年市条例第４６号）の項の次に次のよう

に加える。 

 別表岡山市デジタルミュージアム条例（平成１７年市条例第４２号）の項を次のように

改める。 

   附 則 

 この条例は，平成２４年１０月１日から施行する。ただし，別表に岡山市軽費老人ホー

ム条例（昭和５４年市条例第３３号）の項を加える改正規定は，公布の日から施行する。 

提案理由 

 岡山市デジタルミュージアム条例の一部改正に伴い，所要の措置を講ずるとともに，岡

山市軽費老人ホーム条例を適用の対象に加えるため，本条例の一部を改正しようとするも

のである。 

岡山シティミュージアム条例（平成１７年市条例第４２号） 

2



甲 第 ９ ４ 号 議 案 

   岡山市個人情報保護条例の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市個人情報保護条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  平成２４年 ６ 月１１日提出 

岡山市長 髙  谷  茂  男 

岡山市条例第   号 

   岡山市個人情報保護条例の一部を改正する条例 

 岡山市個人情報保護条例（平成１２年市条例第３４号）の一部を次のように改正する。 

 第１８条の２中「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備

等に関する法律」を「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関す

る法律」に改める。 

   附 則 

 この条例は，労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に

関する法律等の一部を改正する法律（平成２４年法律第２７号）の施行の日から施行する。 

提案理由 

 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律の

一部改正に伴い，所要の措置を講ずるため，本条例の一部を改正しようとするものである。 
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甲 第 ９ ５ 号 議 案 

   岡山市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例を次のように制定するものとす

る。 

    平成２４年 ６ 月１１日提出 

岡山市長 髙  谷  茂  男 

岡山市条例第   号 

   岡山市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

 （岡山市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条  岡山市職員の給与に関する条例（昭和２６年市条例第５号）の一部を次のように 

改正する。 

第２条中「勤勉手当」の次に「，災害派遣手当（武力攻撃災害等派遣手当を含む。以

下同じ。）」を加える。 

第１４条の７を第１４条の８とし，第１４条の６の次に次の１条を加える。 

  （災害派遣手当） 

第１４条の７ 災害派遣手当は，災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第３２

条第１項（武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成１６

年法律第１１２号）第１５４条（同法第１８３条において準用する場合を含む。）に

おいて準用する場合を含む。）に規定する職員が，住所又は居所を離れて本市の区域

に滞在することを要する場合に，当該職員に対して支給する。 

２ 災害派遣手当の日額は，本市の区域に滞在した期間及び利用施設の区分に応じ，次

の表に掲げる額とする。 

               利用施設の区分 

本市の区域に滞在した期間 

公用の施設又は 

これに準ずる施設 
その他の施設 

３０日以内の期間 ３，９７０円 ６，６２０円
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３０日を超え６０日以内の期間 ３，９７０円 ５，８７０円

６０日を超える期間 ３，９７０円 ５，１４０円

３ 前２項に規定するもののほか，災害派遣手当の支給に関し必要な事項は，規則で定

める。 

第１５条第１項中「及び定時制通信教育手当」を「，定時制通信教育手当及び災害派

遣手当」に改める。 

（技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正） 

第２条 技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和３８年市条例第２９号）

の一部を次のように改正する。 

第２条中「勤勉手当」の次に「，災害派遣手当（武力攻撃災害等派遣手当を含む。以

下同じ。）」を加える。 

第１２条の次に次の１条を加える。 

（災害派遣手当） 

第１２条の２ 災害派遣手当は，災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第３２

条第１項（武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成１６

年法律第１１２号）第１５４条（同法第１８３条において準用する場合を含む。）に

おいて準用する場合を含む。）に規定する職員が，住所又は居所を離れて本市の区域

に滞在することを要する場合に，当該職員に対して支給する。 

（岡山市水道企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正） 

第３条 岡山市水道企業職員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和４２年市条例第４

号）の一部を次のように改正する。 

  第２条第３項中「奨励手当」の次に「，災害派遣手当（武力攻撃災害等派遣手当を含

む。以下同じ。）」を加える。 

第１４条の次に次の１条を加える。 

（災害派遣手当） 

第１４条の２ 災害派遣手当は，災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第３２

条第１項（武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成１６

年法律第１１２号）第１５４条（同法第１８３条において準用する場合を含む。）に
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おいて準用する場合を含む。）に規定する職員が，住所又は居所を離れて本市の区域

に滞在することを要する場合に，当該職員に対して支給する。 

（岡山市病院企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正） 

第４条 岡山市病院企業職員の給与の種類及び基準を定める条例（平成１２年市条例第１ 

００号）の一部を次のように改正する。 

  第２条第３項中「勤勉手当」の次に「，災害派遣手当（武力攻撃災害等派遣手当を含

む。以下同じ。）」を加える。 

第１８条の次に次の１条を加える。 

（災害派遣手当） 

第１８条の２ 災害派遣手当は，災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第３２

条第１項（武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成１６

年法律第１１２号）第１５４条（同法第１８３条において準用する場合を含む。）に

おいて準用する場合を含む。）に規定する職員が，住所又は居所を離れて本市の区域

に滞在することを要する場合に，当該職員に対して支給する。 

（岡山市市場企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正） 

第５条 岡山市市場企業職員の給与の種類及び基準を定める条例（平成１３年市条例第６

６号）の一部を次のように改正する。 

  第２条第３項中「勤勉手当」の次に「，災害派遣手当（武力攻撃災害等派遣手当を含

む。以下同じ。）」を加える。 

第１８条の次に次の１条を加える。 

（災害派遣手当） 

第１８条の２ 災害派遣手当は，災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第３２

条第１項（武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成１６

年法律第１１２号）第１５４条（同法第１８３条において準用する場合を含む。）に

おいて準用する場合を含む。）に規定する職員が，住所又は居所を離れて本市の区域

に滞在することを要する場合に，当該職員に対して支給する。 

附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 
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提案理由 

 災害派遣手当を新設するため，関係条例の一部を改正しようとするものである。 
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甲 第 ９ ６ 号 議 案 

   岡山市市税条例の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市市税条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  平成２４年 ６ 月１１日提出 

岡山市長 髙  谷  茂  男 

岡山市条例第   号 

   岡山市市税条例の一部を改正する条例 

 岡山市市税条例（昭和２５年市条例第４７号）の一部を次のように改正する。 

第４条第１項中「第２章」の次に「（第７条を除く。）」を，「第３章」の次に「（第

１３条を除く。）」を加える。 

第２６条の２第１項ただし書中「，寡婦（寡夫）控除額」を削る。 

附則第９条の３第２項中「附則第７条第９項各号」を「附則第７条第８項各号」に改め，

同条第３項中「附則第７条第１０項各号」を「附則第７条第９項各号」に改める。 

附則第２４条の次に次の１条を加える。 

第２４条の２ 法附則第４１条第１５項各号に掲げる固定資産について同項の規定の適用

を受けようとする者は，次の各号に掲げる書類を市長に提出しなければならない。 

(1) 当該固定資産を事業の用に供する者が法附則第４１条第１５項に規定する特定移行

一般社団法人等（以下この条において「特定移行一般社団法人等」という。）に該当

することを明らかにする書類 

(2) 次に掲げる事項を記載した書類 

ア 法附則第４１条第１５項の規定の適用を受けようとする土地の所在，地番，地目

及び地積並びにその用途 

イ 法附則第４１条第１５項の規定の適用を受けようとする家屋の所在，家屋番号，

種類，構造及び床面積並びにその用途 

ウ 法附則第４１条第１５項の規定の適用を受けようとする償却資産の所在，種類及
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び数量並びにその用途 

(3) 特定移行一般社団法人等が幼稚園，図書館又は博物館法（昭和２６年法律第２８５

号）第２条第１項の博物館（次号及び第５号において「博物館」という。）を設置し

た年月日を記載した書類 

(4) 特定移行一般社団法人等が当該固定資産を直接保育，図書館又は博物館の用に供し

始めた時期を記載した書類 

(5) 当該固定資産が特定移行一般社団法人等で幼稚園，図書館又は博物館を設置するも

のの所有に属しないものである場合にあつては，第１号から前号までに掲げるものの

ほか，当該固定資産を当該特定移行一般社団法人等に無料で使用させていることを証

する書類 

附則第２５条の次に次の１条を加える。 

（東日本大震災に係る被災居住用財産の敷地に係る譲渡期限の延長の特例） 

第２５条の２ その有していた家屋でその居住の用に供していたものが東日本大震災（平

成２３年３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震及びこれに伴う原子力発電所の事

故による災害をいう。）により滅失（震災特例法第１１条の６第１項に規定する滅失を

いう。以下この項において同じ。）をしたことによつてその居住の用に供することがで

きなくなつた所得割の納税義務者が，当該滅失をした当該家屋の敷地の用に供されてい

た土地又は当該土地の上に存する権利の譲渡（震災特例法第１１条の４第６項に規定す

る譲渡をいう。）をした場合には，附則第２０条第１項中「第３６条」とあるのは「第

３６条（東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律（平成２

３年法律第２９号）第１１条の６第１項の規定により適用される場合を含む。）」と，

「同法第３１条第１項」とあるのは「租税特別措置法第３１条第１項」と，附則第２０

条の２第３項中「第３７条の９の５まで」とあるのは「第３７条の９の５まで（東日本

大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律第１１条の６第１項の規

定により適用される場合を含む。）」と，附則第２０条の３第１項中「租税特別措置法

第３１条の３第１項」とあるのは「東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時

特例に関する法律第１１条の６第１項の規定により適用される租税特別措置法第３１条

の３第１項」と，附則第２１条第１項中「第３６条」とあるのは「第３６条（東日本大
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震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律第１１条の６第１項の規定

により適用される場合を含む。）」と，「同法第３２条第１項」とあるのは「租税特別

措置法第３２条第１項」として，附則第２０条，附則第２０条の２，附則第２０条の３

又は附則第２１条の規定を適用する。 

２ 前項の規定は，同項の規定の適用を受けようとする年度分の第２６条の２第１項の規

定による申告書（その提出期限後において市民税の納税通知書が送達される時までに提

出されたもの及びその時までに提出された第２６条の３第１項の確定申告書を含む。）

に，前項の規定の適用を受けようとする旨の記載があるとき（これらの申告書にその記

載がないことについてやむを得ない理由があると市長が認めるときを含む。）に限り，

適用する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，公布の日から施行する。ただし，次の各号に掲げる規定は，当該各号に

定める日から施行する。 

(1) 第４条第１項の改正規定 平成２５年１月１日 

(2) 第２６条の２第１項の改正規定及び附則第３項の規定 平成２６年１月１日 

（岡山市行政手続条例の適用除外に関する経過措置） 

２ 改正後の岡山市市税条例（以下「新条例」という。）第４条第１項の規定は，平成２

５年１月１日以後にする同項に規定する行為について適用し，同日前にした改正前の岡

山市市税条例第４条第１項に規定する行為については，なお従前の例による。 

（市民税に関する経過措置） 

３ 新条例第２６条の２第１項の規定は，平成２６年度以後の年度分の個人の市民税につ

いて適用し，平成２５年度分までの個人の市民税については，なお従前の例による。

 （固定資産税に関する経過措置） 

４ 別段の定めがあるものを除き，新条例の規定中固定資産税に関する部分は，平成２４

年度以後の年度分の固定資産税について適用し，平成２３年度分までの固定資産税につ

いては，なお従前の例による。 
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提案理由 

 地方税法の一部改正等に伴い，市民税の申告手続の簡素化，東日本大震災に係る被災居

住用財産の敷地に係る譲渡期限の延長に伴う規定の整備その他所要の措置を講ずるため，

本条例の一部を改正しようとするものである。
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甲 第 ９ ７ 号 議 案 

   岡山市文学賞条例の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市文学賞条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  平成２４年 ６ 月１１日提出 

岡山市長 髙  谷  茂  男 

岡山市条例第   号 

   岡山市文学賞条例の一部を改正する条例 

 岡山市文学賞条例（昭和５９年市条例第４５号）の一部を次のように改正する。 

 第３条に次の１項を加える。 

３ 表彰は，原則として毎年行う。 

 第４条を削り，第５条を第４条とする。 

   附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 

提案理由 

表彰の方法を変更するため，本条例の一部を改正しようとするものである。 
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甲 第 ９ ８ 号 議 案 

   岡山市ふれあいセンター条例の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市ふれあいセンター条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  平成２４年 ６ 月１１日提出 

岡山市長 髙  谷  茂  男 

岡山市条例第   号 

   岡山市ふれあいセンター条例の一部を改正する条例 

岡山市ふれあいセンター条例（平成５年市条例第５号）の一部を次のように改正する。 

別表第４第４項の表を削る。 

   附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 

提案理由 

 空床となっている西ふれあいセンターの軽食・喫茶スペースを別の用途に使用するため，

本条例の一部を改正しようとするものである。 
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甲 第 ９ ９ 号 議 案 

岡山市障害者施策推進協議会条例の一部を改正する条例の制定について 

岡山市障害者施策推進協議会条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとす

る。 

平成２４年 ６ 月１１日提出 

岡山市長 髙  谷  茂  男 

岡山市条例第   号 

岡山市障害者施策推進協議会条例の一部を改正する条例 

岡山市障害者施策推進協議会条例（平成２０年市条例第８３号）の一部を次のように改

正する。 

第１条中「第２６条第３項」を「第３６条第３項」に改める。 

附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 

提案理由 

障害者基本法の一部改正に伴い，所要の措置を講ずるため，本条例の一部を改正しよう

とするものである。 
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甲 第 １００ 号 議 案 

   岡山市保育所における保育の実施及び使用料徴収に関する条例の一部を改正

する条例の制定について 

 岡山市保育所における保育の実施及び使用料徴収に関する条例の一部を改正する条例を

次のように制定するものとする。 

  平成２４年 ６ 月１１日提出 

岡山市長 髙  谷  茂  男 

岡山市条例第   号 

   岡山市保育所における保育の実施及び使用料徴収に関する条例の一部を改正 

する条例 

 岡山市保育所における保育の実施及び使用料徴収に関する条例（昭和６２年市条例第１

１号）の一部を次のように改正する。 

 別表備考第１項中「及び第５条の４第６項」を「，第５条の４第６項及び第５条の４の

２第５項」に改め，同表備考第２項第１号を次のように改める。 

(1) 所得税法第７８条第１項（同条第２項第１号から第３号までに規定する寄附金に限 

る（第２号及び第３号については，地方税法第３１４条の７第１項第２号に規定する

寄附金に限る。）。），第９２条第１項及び第９５条第１項から第３項まで 

別表備考第２項第２号中「第４１条の３の２」の次に「第１項，第２項，」を加え，同 

表備考第４項を次のように改める。 

４ 同一世帯において保育所，学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定す

る幼稚園，同法第７６条第２項に規定する特別支援学校幼稚部，就学前の子どもに関

する教育，保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）第

７条第１項に規定する認定こども園，児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６

条の２第２項に規定する児童発達支援若しくは同条第３項に規定する医療型児童発達

支援を利用し，又は同法第７条第１項に規定する情緒障害児短期治療施設の通所部に 
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入所している就学前の児童が同時に２人以上いる場合において，それらの児童のうち， 

年齢の高い順から数えて２番目以降の児童が保育所に入所しているときは，当該児童

に係る保育料の額は，次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に定める額とする。 

 (1) 第２番目の児童に係る保育料 この表の額の２分の１ 

(2) 第３番目以降の児童に係る保育料 無料 

   附 則 

１ この条例は，公布の日から施行する。 

２ 改正後の別表備考第１項及び第２項の規定は，平成２４年８月１日以後に入所する者

から適用し，同日前に入所した者については，なお従前の例による。 

３ 改正後の別表備考第４項の規定は，平成２４年４月１日以後に入所する者から適用し， 

同日前に入所した者については，なお従前の例による。 

提案理由 

 保育所運営費国庫負担制度の改正に伴い，保育料の額を改めるため，本条例の一部を改

正しようとするものである。 
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甲 第 １０１ 号 議 案 

   岡山市火災予防条例の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市火災予防条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  平成２４年 ６ 月１１日提出 

岡山市長 髙  谷  茂  男 

岡山市条例第   号 

   岡山市火災予防条例の一部を改正する条例 

 岡山市火災予防条例（昭和３７年市条例第１６号）の一部を次のように改正する。 

第３２条の２第１項第１号，第３２条の３第２項第２号及び第３２条の３の２第３号中

「ためます」を「貯留設備」に改める。 

附則を附則第１項とし，同項に見出しとして「（施行期日）」を付し，附則の次に次の

４項を加える。 

（指定数量の５分の１以上指定数量未満の危険物の貯蔵及び取扱いの技術上の基準に

関する経過措置） 

２ 危険物の規制に関する政令の一部を改正する政令（平成２３年政令第４０５号。第５

項において「改正政令」という。）による危険物の規制に関する政令第１条第１項の規

定の改正により，新たに指定数量の５分の１以上指定数量未満の危険物を貯蔵し，又は

取り扱う場所となるもの（以下「新規対象」という。）のうち，第３２条の２第２項第

９号に定める基準に適合しないものの位置，構造及び設備に係る技術上の基準について

は，同号の規定は，当該新規対象が次に掲げる基準の全てに適合している場合に限り，

適用しない。 

(1) 当該新規対象の危険物を取り扱う配管は，その設置される条件及び使用される状況

に照らして，十分な強度を有し，かつ，漏れない構造であること。 

(2) 当該新規対象に係る危険物の数量を当該危険物の指定数量でそれぞれ除した商の和

が，平成２４年７月１日において現に貯蔵し，又は取り扱つている危険物の数量を当
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該危険物の指定数量でそれぞれ除した商の和を超えないこと。 

３ 新規対象のうち，第３２条の２第１項第１６号イに定める基準に適合しないものの貯

蔵及び取扱いに係る技術上の基準については，同号の規定は，平成２５年１２月３１日

までの間は，適用しない。 

４ 新規対象のうち，第３２条の２第２項第１号から第８号まで，第３２条の３の２（第

３号を除く。）又は第３２条の４第２項（第１号，第１０号及び第１１号を除く。）に

定める基準に適合しないものの位置，構造及び設備に係る技術上の基準については，こ

れらの規定は，当該新規対象が第２項第２号に掲げる基準に適合している場合に限り，

平成２５年６月３０日までの間は，適用しない。

（指定数量未満の危険物等の貯蔵及び取扱いの届出に関する経過措置） 

５ 改正政令による危険物の規制に関する政令第１条第１項の規定の改正により新たに指

定数量の５分の１以上（個人の住居で貯蔵し，又は取り扱う場合にあつては，指定数量

の２分の１以上）指定数量未満の危険物を貯蔵し，又は取り扱うこととなる者は，平成

２４年１２月３１日までにその旨を消防署長に届け出なければならない。 

   附 則 

 この条例は，平成２４年７月１日から施行する。ただし，第３２条の２から第３２条の

３の２までの改正規定は，公布の日から施行する。 

提案理由 

 危険物の規制に関する政令等の一部改正に伴い，所要の措置を講ずるため，本条例の一

部を改正しようとするものである。 

18


